
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■事業を現行どおり実施

・社会保障制度改革国民会議の議論に対応して、懇話会としての課題と論点をとりまとめ、国への提案・要望や県の施策に反映させる。

目標に対

する成果

の状況

・現場の意見聴取を行うとともに、持続可能な社会保障制度の構築に向けた検討を行うことができた。

・国の社会保障制度改革国民会議の進行状況も踏まえて議論することが必要だったため、国への提言・要望等を行うまでには至らなかっ

た。

 概算事業費（B（A）+C） 0 4,305 4,829 4,466

4,129 4,129 4,129

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

概　算

人件費

0.50 0.50 0.50

0

176 700

Aの

財源

0 337 700 337

予

算

額

前年度繰越

当初予算

補正予算 337 363

337 700

337 337

合計（A) 0 337

２回

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

社会保障懇話会委員設置 直接 ・社会保障懇話会委員の設置（６人） 337 700 337

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 国の「社会保障と税の一体改革」に地方の意見を反映させる必要があり、県

内各地の現状を把握し、国に提言できるのは県だけであるため

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

課・室 健康福祉政策課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－１　健康で長生きできる地域づくり、６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

○議論した結果を国へ提言・要望する。

○議論した結果を県の施策に反映させる。

社会保障制度に関する課題について、本県の人口構造や経済情勢、医療・福祉サービスの提供状況、自治体財政の状況等を踏まえて

議論を行い、国に対して現場の視点から提言を行うとともに、県の施策に反映させる。

社会保障制度を取り巻く環境が大きく変化している。

○少子高齢化社会の到来、○就労形態の多様化、○単身高齢化世帯やひとり親家庭の増加」など

社会経済の変化に対応した持続可能な社会保障制度が求められており、国は「社会保障と税の一体改革」を検討している。

成果目標の達成状況

項目

会議開催回数

国への要望・提言回数

事業番号 04 01 02 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 社会保障懇話会設置事業社会保障懇話会設置事業社会保障懇話会設置事業社会保障懇話会設置事業
担

当

課

部局 健康福祉部

6-1-1～6、6-2-1～4（全項目に該当） 実施期間 Ｈ23 ～ H25

合計 337 700 337

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

ー

２回

２回 ４回 達成

ー ー ー


